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だからである。 Ballard,Fullerton,King, Shoven, Whalley等は一連の研究

































　Shoven and Whalley (1973)は，一般均衡モデルに税という歪みを導入し
－110（25）－
と詳細で複雑な側面を組込めることである。例えば，税制の検討に利用す
れば，数種類の税を同時に変更する政策パッケージ（例えばアタリカの1984-
86年に検討されたような包括的税制改革）を取上げ，個々の政策の相互作用を
考察することも可能である。また数ヵ国の同時関税引下や非関税障壁の撤
廃のようなＧＡＴＴの貿易交渉などの複数の参加国の間の政策パッケージ
は，数値的な手法を使わなければ政策立案者に役立つように分析すること
は不可能であろう。
　なお一般均衡の枠組みといっても，均衡点の近傍において超過需要関数
の線形近似を行うアプローチは，政策パラメーターが大幅に変更される場
合や複数の政策手段を組合わせて実施する場合を考察するには不適切であ
る。すなわち政策評価はWalras的な一般均衡体系で行う必要があり，し
かもわれわれの関心はその効果の数量的な分析にあるのであるから応用一
般均衡分析に依らなくてはならない。
　1940年代にLeontiefの投入一産出分析によって始まった数理計画法（線
形計画法，２次計画法，凸計画法，非線形計画法など）も政策志向，計算志向と
いう特徴を持つ。しかし数理計画法と応用一般均衡分析との間には根本的
な相違がある。数理計画法は，生産技術や制度の制約の下で経済全体の目
的関数を最大にする単一の意思決定者がいることを前提としており，集権
的な計画立案の視点に立っている。これは資源配分すなわち経済効率性の
分析には適切であるが，市場経済を構成する複数の主体（のグループ）の間
の財や所得の分配すなわち公平性の問題を考察するには明らかに適さない。
ある国の税制改革案を分析するにせよ発展途上国の所得分配の構造を分析
するにせよ，［誰が何を得るか？］は重要な問題である。
　ひとたび分配の問題の重要性を理解すれば, operationalな形で均衡モデ
ルを構築し不動点アルゴリズムを利用してその数値解を得る応用一般均衡
分析の必要性は自ずと明らかになろう。
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済活動を集計量で捉えるマクロ経済モデルでは政策評価の枠組みとしては
不十分である。また経済政策によってある１つの財の価格が変化すると個
別経済主体の意思決定の変化を通じて他の財の市場需要，市場供給が変化
し，結局全ての財の市場価格が変化することになる。　したがって，その他
の財の価格，取引数量は不変であるという仮定の下に，１種類の財の価
格，取引教皇の変化を取出して分析を進める部分均衡の枠組みも不適切で
ある。
　Walras以来，一般均衡体系が政策評価の枠組みとして理想的であるこ
とは知られていたが，これ迄実際に利用されることは稀であった。それは
従来の一般均衡分析には定性分析に限られるという制約があったためであ
る。上述したように一般均衡理論の基本問題として均衡の存在と言うこと
があり，これ迄の研究の中心は不動点定理を用いた存在証明であった。モ
のため，「均衡は存在するか否か？」という問いに答えることはできても
　「均衡値はいくつか？」という問いには答えられなかった。また経済政策
の効果についても，特定の政策によってある生産者の供給量が増えるか減
るか，あるいはある消費者への分配が増えるか減るかという「変化の方
向」を示すことはできても，どれ程（何％）増えるか減るかという「変化の
大きさ」を答えることはできなかったのである。
　しかしScarf (1967）の遂次的数値解法アルゴリズムはこの制約を打破し，
一般均衡体系における定量分析を可能にし，応用一般均衡分析という新し
い分野を拓いた。すなわち超過需要関数が特定されていれば，これを用い
て均衡価格，取引数量のベクトルを直接計算することができる。そして政
策実施前後の均衡ベクトルを比較すれば，その経済政策が所得分配，資源
配分，経済厚生に及ぼす影響について，その方向だけでなく大きさまでも
数量的に把握することが可能になる。
　応用一般均衡分析の利点は，小さな次元で数値的なシミュレーションを
行わなければならない制約を外し，単純な解析的モデルにおけるよりずっ
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　もとよりこれはモデルの中の話であって，現実経済そのものの動きでは
ないが，現実にも多かれ少なかれこれと類似したメカニズムが作用してい
ると考えられる。そしてモデルの中で多数の独立した分権的な意思決定が
整合され一般均衡が見出されるメカニズムと類似したメカニズムを通じ
て，現実の価格や取引数量も決定されていると考えることができよう。
　一般均衡理論を使って現実の経済現象を分析するためには，先ず作った
モデルにそもそも均衡点が存在しなければならない。さもなければ現実の
現象をモデルの均衡点に擬して考える試みが空虚になってしまう。そこで
われわれは，モデルに均衡点の存在を保証する，できる限り緩い条件を確
立しておく必要がある。したがってWalrasによって一般均衡体系が確立
されて以来，均衡の存在証明が研究の中心的主題であったのは当然と言え
よう。一般均衡理論は1950年代にArrow, Debreu, McKenzieその他の
人々による存在証明の研究を通じて，抽象的な数理モデルとして精緻化さ
れた。
　このような一般均衡理論は，理論それ自体として興味が持たれるばかり
でなく，経済政策とりわけ政策評価に大きな意味を持ち，経済政策の資源
配分，所得分配への効果を総合的に評価するための理想的な枠組みを与え
る。と言うのは，現実の経済は多数の消費者，生産者から構成されてお
り，それぞれの嗜好，利害は錯綜しているので，ある経済政策が全ての消
費者の効用を高め，全ての生産者の利潤を増やすというParetoの意味で
の改善となることはめったにないからである。またもしPareto改善をも
たらす政策が可能であれば全員一致で支持されよう。
　すなわち特定の経済政策を実行する時，有利になる主体が一方に居れ
ば，他方には不利になる主体も居ると考えるのが現実的である。したがっ
て政策評価の枠組みとして，複数種類の財が生産され取引きされる経済に
おいて，複数の主体が独立に意思決定を行うような状況をモデルとして想
定する必要がある。これは正に一般均衡モデルの描写する世界であり，経
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は余りに複雑である。また仮にそのような模写が可能であるとしても，無
秩序に複雑な「細密画」がどれだけ有用な情報・知識をわれわれに提供し
てくれるのか疑問である。そこでわれわれは経済モデルを構築し，これを
使って現実の経済現象を解明しようとする。すなわち，なんらかの意味で
現実に似せて作ったモデルの作動を研究することを通じて，現実の現象を
理解し，説明し，さらに将来を予測するために役立てようとするのである。
　Walrasは，消費者の嗜好，生産者の技術を与件として，個別の主体が分
権的に行う意思決定を市場において集計し，価格体系を通じて調整するこ
とにより，経済全体の資源配分と生産物の分配を達成する経済モデルとし
て，以下のような仕組みを考えた。すなわち，選好と初期賦存量が与えら
れている消費者は，市場で成立する価格をシグナルとして効用を最大にす
るような需要，供給を決定する。一方，生産者も市場価格をシグナルとし
て与えられた技術の下で利潤を最大にするような需要，供給を計画する。
このように分権的に行われた個々の主体の意思決定が，経済全体として相
互に整合する保証はない。つまり，個別の需要・供給を全ての主体につい
て集計して得られる各財の市場需要と市場供給が常にバランスするとは限
らない。
　市場において需要が供給を上回る（すなわち正の超過需要が生じる）財の価
格はこれを引上げ，反対に供給が上回る（超過需要が負になる）財の価格は
引下げるというように，超過需要の大きさに応じて伸縮的に価格は調整さ
れるものとしよう。改訂された価格ベクドレが発表されると，各主体はこ
れをシグナルとして自己の需要，供給計画を変更する。そしてもしある価
格ベクトルの下で全ての主体の意思決定が整合するならば，すなわち市場
における集計的な需要と供給のバランスが全ての財について同時に成立す
るならば，それが一般均衡であり，その時初めてこれらの個別計画は相互
に整合し同時に実行することが可能になる。そして価格の調整過程は停止
する。
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な行動を制約するという，価格機構への全面的な依存にあり，政策変更の
資源配分に及ぼす影響を，どの主体が得をし誰が損をするかという水準で
評価することを可能にする。このような政策の衝撃は，実証的マクロモデ
ルでは十分に判定することはできないという意味で，これは経済政策評価
に理想的な枠組みを与えるものである。
　Scarf (1967）は，数値的な一般均衡モデルの均衡価格ベクトルを近似する
遂次的数値解法アルゴリズムを発表した。現実の経済を一般均衡体系とし
て捉え市場で成立するさまざまな関係を数式を用いて表現した実証モデル
に，このアルゴリズムを適用すれば均衡価格や取引数量を数値的に計算す
ることが可能になる。また例えばある経済政策の効果を評価する場合に
は，政策実施後の新しい均衡解を同じように求め，政策実施前後の均衡価
格，取引数量を比較するという作業を通じて，政策の効果を数量的に判断
できるようになる。これによって初めて政策評価を科学的に行うことが可
能になったと言っても過言ではない。
　政策評価を目的として, operationalな一般均衡モデルを構築し政策やそ
の他の与件の変化の効果を判定する「数値的な手法」(Keller (1980））は，一
般均衡理論の中に「応用」一般均衡分析と呼ばれる新しいアプローチを確
立した。解決アルゴリズムの進歩，計算機の普及，計算能力の向上によっ
て，政策志向，計算志向という２つの特徴を持つこのアプローチの重要性
はますます高まっており，モデルの大規模化，精緻化を促している。本稿
はこのような応用一般均衡分析を紹介することを目的としている。次節で
このアプローチの特徴を説明し，第３節では利用状況を説明する。第４節
では分析手順と普及を遅らしている障害を検討し，最後に第５節で残され
た課題をまとめる。
　2.政策評価の枠組みとしての一般均衡体系
　われわれが日常観察する現実経済の動きは，それをそのまま模写するに
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　　　　　応用一般均衡分析の進め方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　平　　裕
　　1.イントロダクション
　　2.政策評価の枠組みとしての一般均衡体系
　　3.応用一般均衡分析の展開と利用分野
　　4.分析手順と普及の障害
　　5.今後の課題
　1.イントロダクション
　最近，経済政策を評価する手法として応用一般均衡分析applied gener-
al equilibriumanalysis"と呼ばれるアプローチが研究されている。本稿の
目的は，この新しい分析手法の優れた点や進め方を紹介し，その利用を一
層促すことである。
　応用一般均衡分析の基本的な考え方は, Walrasの一般均衡体系を，抽象
的な数理モデルから現実経済の実際的なモデルに変換して，具体的な経済
政策の選択肢の評価に利用することである(Scarf (1987))。ここで応用一般
均衡分析とは，分析目的に適切な均衡体系を開発すること，現実経済の
データから，生産や需要のパラメーターを特定して数値的な一般均衡モデ
ルを推定すること，次に数値解法アルゴリズムを使ってこのような実証的
裏付けをもつモデルの均衡解を求めること，そして最後に得られた結果を
解釈することという一連の作業を指している。
　Walrasの一般均衡体系の特徴を一口で言えば，市場で成立する価格を
個々の財の稀少性のシグナルとして考え，それによって個別主体の分権的
－116（19）－
